
「戦争立法」に反対する緊急集会 アピール 

 
政府与党は、昨年 7 月 1 日の閣議決定を具体化するための法案内容で合意し、今日にも

閣議決定し、国会に提出すると報道されています。内容は 10 本の法律を一括して改定する

「平和安全法制整備法」と海外派兵を恒久化する新法「国際平和支援法」の二つです。平

和、安全という名前がついていますが、新たに日本が戦争するための法制で「戦争立法」

と呼ぶにふさわしいものです。安倍首相は 4 月末に訪米し、日米首脳会談やアメリカ議会

での演説で、国会にも図っていないこれらの法律を、夏までに成立させると公約し、日米

防衛協力指針(ガイドライン)の改定にも合意しました。 
戦後の日本の在り方を根本から変える重要な法律を 11 本もまとめて提案して、特別委員

会で集中審議して成立を図るという、やり方そのものが乱暴です。 
法案の内容は多岐にわたりますが、要約すると次のようになります。 
第 1 に、日本が武力攻撃されていなくても、我が国と密接な関係にある他国が攻撃され

るなど、日本の存立が脅かされたときを「存立危機事態」として武力行使をするために、「武

力攻撃事態法」と「自衛隊法」を改定します。 
第 2 に、「周辺事態」の地域の限定を取り払い、支援対象も米軍以外に拡大して、米軍を

始め他国軍に補給や輸送などの軍事支援を行うために、「周辺事態法」を「重要影響事態法」

に改定します。 
第 3 に、海外での活動に地域や時期の限定をつけずに参加するため、「国際平和支援法」

を新設します。「戦闘地域にはいかない」とのこれまでの制限を捨てて「戦闘現場に行かな

い」としています。国連以外の多国籍軍などへも「国際平和共同対処事態」として参加し

ます。 
第 4 に、国際平和維持活動協力法(PKO 法)での実施業務を拡大し、治安維持活動へも参

加します。武器使用規定を緩和し、任務遂行のための武器使用を認め、他国の PKO を応援

する「駆けつけ警護」も可能にするため、PKO 法を改定します。 
第 5 に、平時から米空母などの防護を行うための自衛隊法の改定、情報・警戒監視でも

米軍や他国軍に物品や役務の提供を行う、また武器使用を含む在外邦人救出のためなど自

衛隊法を改定します。この他、船舶検査法の改定、関連する法律の改定が含まれます。 
いずれにしても、これらの「戦争立法」を認めれば、自衛隊員が海外の戦争で命を落と

す危険が増えます。国民が知らないうちに日本が戦争に巻き込まれることになります。戦

後、憲法 9 条を持つ国として国際的に培われた信用と敬意は失われます。 
私たちはこのような「戦争する国」への転換を許すことはできません。法案の閣議決定

を認めません。さらに運動の輪を広げ、これからも声を上げ続けることを決意します。 
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